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（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

Ⅰ 現状 

（１）地域の災害リスク 
 

１．最大クラスの南海トラフ地震と津波の場合の災害リスクと被害想定 

   南海トラフの巨大地震の今後 30年以内の発生確率は 70％～80％と言われている。 

   最大クラスの地震が発生した場合の香川県及び当市から公表されている被害想定等は

以下のとおりである。 

 

 （1）災害リスク 

①地震動の想定（震度分布図） 

当市は非常に強い揺れが予想され、臨海部で震度７、市中央の平野部などで震度６

強となっている。  
 

   ②液状化危険度（液状化危険度予測図） 

     液状化危険度がＡランクの地域は、臨海部の周辺に分布している。当市は、砂質の

地盤で、海岸沿いにあるため地下水位が高く、液状化が起こりやすい。 
 

③津波の想定と浸水の想定区域（南海トラフ地震の最大クラスの津波） 

     引田港では、地震発生から 12分後に＋20cm の海面変動が始まる恐れがあるため、

揺れがおさまり次第、速やかに避難を行う必要がある。 

引田港における最高津波水位は 3.0ｍ(T.P+ｍ)で、到達時間は地震発生後約１時間

23 分後となっている。このことから、10 分～30 分以内に 30 ㎝の津波による浸水が

始まる地域もあるので、早期に避難する必要がある。 

※海面変動影響開始時間とは、海辺にいる者の人命に影響が出る恐れのある水位の

変化（±20cm）が生じるまでの時間である。  

     海岸部の集落等が津波浸水想定区域となっており、浸水深は 2.0～3.0ｍの箇所な

ども見受けられ、人命や建物被害等が懸念される。当市が作成した地区別の津波ハザ

ードマップは、以下のとおりである。 
         

 （2）被害想定・・・【出展：いずれも香川県地震・津波被害想定（第二次公表）より抜粋】 

   ①建物被害 

 

 

 

 

 

           

当市では、揺れと火災を起因とする被害が多く 4,500 棟の被害が生じることが示さ 

れている。震度 7の臨海部で建物全壊や火災での被害が大きいと予想される。 
 

   ②人的被害 
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当市では、津波による死者数が 390人と多く全体で 620人の死者数想定。逆に負傷者

数は、建物倒壊によるものが 1,200人にのぼり、全体で 1,990人になると想定されてい

る。特に津波浸水深 30 ㎝以上の地域を中心に津波による死者が発生すると想定されて

いる。 

 

③ライフライン被害 

 

 

 

 

 

当市地域では、強い震度に見舞われるため地震発生直後のライフラインについて、上

水道の断水率が 92％、停電が 100％起きると想定されている。 

（被害数の時間的推移は、後述（3）に掲載） 
 

   ④交通施設被害等 
 

 

 

 

 

 

当市では、津波により被災した場合、ほぼ全ての浸水した道路や地すべりや斜面崩壊

により通行困難となり、また鉄道の被害箇所も多数発生し移動手段を失うことになる。

避難所に 7,100人、避難所外に 4,700人と約 12,000人が避難すると想定されている。 
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   ⑤災害廃棄物、その他 

 

 

 

 

 

 

 

当市での災害廃棄物は、家屋倒壊等により 180,000トンの災害廃棄物が発生し、津波

による土砂堆積物は 125,000～199,000 トンと想定され、廃棄物の集積による交通障害

と処理問題が長期間続くことになる。 
 

 （3）ライフライン等の被害数の推移（ライフライン施設の復旧日数等） 

   【出展：いずれも香川県地震・津波被害想定（第三次公表）・被害シナリオより抜粋】 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

地震発生直後には、供給人口の 92％で断水が起こり、1週間後には仮復旧により半数

は断水が解消される。1 ヶ月後には 90％が仮復旧するものの約半数が完全復旧に至ら

ず断水したままの状態であることが想定されている。 
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当市では、発生直後に約 1割の処理が困難となり、避難所等で災害用トイレ等の確保

が必要となる。1ヶ月後には復旧される見通しとされている。 
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震度 6弱以上の地域では、全域が停電すると想定されている。1週間後には電柱被害

等の仮復旧が進み、停電は概ね解消され 1 ヶ月後には解消される想定であるが、その

間、電力需要の回復が供給能力を上回る場合には、北海道胆振東部地震で発生した大規

模停電（ブラックアウト）の発生を防ぐため需要抑制が行なわれ停電地域以外でも使用

制限がおこなわれる可能性が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固定電話は、震度 6弱以上の多くの地域や津波浸水地域で屋外設備や家屋の被災、通

信設備の損壊・倒壊等により利用困難になると想定されている。4日後には代替手段に

より限定的に通信が確保されるようになると想定されている。 
 

２．台風・豪雨の場合の災害リスクと被害想定 

（1）洪水と浸水想定  
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当市では、平成 16 年の台風 16 号、23 号による浸水区域を自治会ごとのハザード

マップに掲載・作成して全世帯に配布している他、市ホームページで公開している。 

海抜の低い沿岸部や河川周辺、周辺より低地である箇所で多くの浸水予想区域が設

定されている。 

過去には、台風などの豪雨による中小河川の氾濫により低地において床下浸水や道

路の冠水（国道 11号等）による交通障害が発生した箇所がある。 

 

（2）高潮災害 

平成 16 年 8 月 30 日の台風 16 号により、台風接近と満潮時が重なったため市内沿

岸部で高潮が発生し、市内では特に海抜の低い引田地区沿岸（海抜 2ｍ～4ｍ地域）で

床上・床下浸水が広範囲に多数発生した。（太丸部分） 

（3）土砂災害 

当市には山間部を中心に「土石流危険渓流」「急傾斜地崩壊危険箇所」「地すべり危

険箇所」が多数存在し、災害の発生時には、直接的な被害や道路の被災等が懸念され

ている。当市では、自治会ごとの防災マップで危険区域を表示している。   
 

（4）ため池  

    市内にはため池が大小あわせて 804 ケ所（平成 30 年刊行：香川県統計年鑑より）あ

り、地震や大雨等により堤体が決壊した場合にはハザードマップにより浸水被害区域が

予測されている。 

ため池のハザードマップは、主要 3カ所以外にも地区ごとに計 8枚のハザードマップ

が作成されている。（引田地区 2枚、白鳥地区 3枚、大内地区 3枚） 

 

（２）商工業者の状況 
・商工業者等数：1,314人（H28経済センサス） 

    ・小規模事業者数：1,074人（H28経済センサス） 

【内 訳】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇当市は、瀬戸内海に面した沿岸部と阿讃山脈等に面した山間部に区分されるが、事業 

所のほとんどが人口が集中している沿岸部に分布している。 

 とりわけ沿岸部においても合併前の旧町地区にある市役所本庁（白鳥）、大内支所（大 

内）、引田      内）、引田支所（引田）の所在地を中心としたエリアに各業種の事業所が幅広く分布

している。 

〇国道 11号沿線およびその周辺に大型小売店や地元の商業者が立地している。 

〇大内地区と白鳥地区に工業団地があるが、市街地から離れた山間部寄りの場所に立 

地している。 

 

（３）これまでの取組 
１）当市の取組 

  （1）計画の策定 

業   種 商工業者数 小規模事業者数 

商 

工 

業 

者 

建設業 131 124 

製造業 264 218 

卸売業 44 31 

小売業 320 227 

飲食・宿泊業 156 126 

サービス業 285 246 

その他 114 102 

   合   計 1,314 1,074 
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項 目 年 月 備 考 

地域防災計画の策定 H26.3 H27.7改訂 

BCP業務継続計画の策定 H26.3  

職員初動マニュアルの策定 H26.5  

 

（2）防災に対する市民の意識高揚事業 

項  目 内   容   等 

防災訓練の実施 毎年 9月に市内全域で実施 

啓発冊子の配布 防災訓練に合わせて本市独自の啓発用冊子を作成し全世帯

に配布    ※毎年ではない 

防災講演会 東かがわ市社会福祉協議会に委託して開催（市民対象） 

海抜表示板の設置 市内の概ね海抜 5ｍ以内の地域に設置し、津波や高潮に対

する防災意識の高揚を図る 

自主防災組織の結成 現在、市内で 143組織（自治会数で結成率 99％） 

 

  （3）防災マップ等の作成・配布等 

1.自治会単位の防災マップの作成と自治会単位の全世帯への配布 

2.洪水ハザードマップ（湊川・H20.3作成） 

3.ため池ハザードマップ（H25～作成） 

4.津波ハザードマップ【地区ごと】（H25年度から全世帯配布） 

5.広域避難場所一覧の作成（随時更新） 

6.土のう保管・作成場所一覧 

         以上は、東かがわ市ホームページでも公開している。 

 

   （4）情報伝達体制の整備 

平成 24年から J-ALERTと市内の各家庭に設置した「告知放送端末」を接続し、緊

急地震速報など市民へ瞬時に情報提供できるようになっている。 

※「告知放送端末」・・市の所有物として市民に無償貸与されており 95％の普及率 
 

   （5）その他 

〇市内の広域避難所：34施設、うち 22カ所に防災備品等備蓄 

〇備蓄等に関する協定の締結・・災害発生時における食料確保等 

〇職員対象の防災研修会の開催 

 

 ２）当会の取組 

    (1)事業者 BCP策定セミナー等の開催 

H30.9.25 中小企業向け BCP策定について（会員向けセミナー） 

H31.1.30 すぐ身近にある自然防災に備えるために（一般市民向け講座） 

    (2)巡回訪問等での施策の周知 

・中小企業 BCP策定等支援補助金の周知 

・香川県中小企業 BCP優良取組事業所認定制度の周知 

     ・事業継続力強化計画の周知 

    (3)事業者 BCP策定に関する情報提供・支援 

    (4)東かがわ市が実施する防災訓練への参加及び協力 

 

Ⅱ 課題 
１．現状では、緊急時の取組にかかわる当市と当会との具体的な協力体制やマニュアルが

整備されていない。 
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東かがわ市地域防災計画の「一般対策編」「地震・津波対策編」にある「防災関 

係機関及び市民等の処理すべき事務又は業務の大綱」では、当会との処理すべき事 

務又は業務として 

       １．関係機関が行う被害調査、融資希望者の取りまとめ・斡旋等の協力 

       ２．物資等の供給確保及び物価安定についての協力 

     が記載されているが、具体的な内容等について協議されていない。 

 

   ２．地区内の事業者の災害リスクへの理解度が低く、また経営課題としての防災・減災対

策が重視されていない。 
 

      当市は、瀬戸内式気候の穏やかな気候のうえ大規模地震など他県に比べて大きな 

災害の経験が少ないため災害に対する危機意識が低い。そのため経営課題としても 

防災・減災対策の意識も低いレベルにある。 
 

   ３．地区内小規模事業者の事業継続への取組が低い。 

 

 

       地区内事業所で既にＢＣＰの策定を行っている事業者は、建設業者、製造業者 

     などであり、その事業者はごく一部に限定されており、全業種において小規模事 

     業者の策定率は低く、その要因として、①策定する時間が確保できない。 ②策 

     定に必要なスキル・ノウハウがない。など小規模事業者ならではの問題が存在し 

ている。 

        ※建設業者は、県建設工事の入札参加資格があり、一定の条件にあった建 

設会社であって香川県建設業ＢＣＰ認定を受けた事業者など。 

        ※製造業者は、小規模事業者以外の中小企業者が中心。 

      また、現状では「事業継続力強化計画」の認定事業者も２社に留まっている。 
 

    

４．事業者ＢＣＰの策定、防災・減災及び発災時の対応を推進するノウハウをもった人員

が十分にいない。 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 目標 
１．緊急時での当市と当会との協力体制の確立と関係機関との連携体制の構築 

発災時における連絡体制を円滑に行うため、当会と当市との間における被害情報報

告ルートを構築する。 

発災後速やかな復興支援策が行えるよう、組織内における体制、関係機関との連携

体制を平時から構築する。 
 

   ２．地区内事業者の防災・減災に対する問題意識の高揚 

      セミナーの開催等により地区内の小規模事業者等に対し災害リスクを認識させ、事

前対策の必要性を周知する。 

       

   ３．事業者 BCPや事業継続力強化計画の策定支援 

      災害に対する危機意識を高め、事業継続のための BCP策定や事業継続力強化計画の

D 

D 

D 

D 

事業者ＢＣＰ策定や事業継続力強化計画に関する指導及び助言が行なえるよ

う職員の支援能力の向上を図る必要がある。 
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策定を支援していく。 

 ※その他 
    ・上記内容に変更が生じた場合は、速やかに香川県へ報告する。 

 
 

事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 

（１）事業継続力強化支援事業の実施期間 
    令和２年４月１日～令和７年３月３１日（５年間） 
 

（２）事業継続力強化支援事業の内容 
「東かがわ市防災計画」・「東かがわ市商工会事業継続計画」について、当会と当市の役

割分担、体制との整合性を整理し、発生時に混乱なく応急対策等に取り組めるよう連

携して以下の事業を実施する。 

 

  ＜１．事前の対策＞ 

１）小規模事業者に対する災害リスクの周知 
〇巡回訪問時に、当市のハザードマップ等を用いながら、事業所立地場所の自然災

害等のリスク及びその影響を軽減するための取組や対策（事業休業への備え、水

災補償等の損害保険・共済加入等）について説明する。 

     〇当会の会報やホームページ、市広報等において、国の施策の紹介やリスク対策の

必要性、損害保険の概要、事業者 BCPに積極的に取り組む小規模事業者の紹介等

を行う。 

     〇小規模事業者に対し、事業者 BCP（即時に取組可能な簡易的なものを含む）や事

業継続力強化計画の策定による実効性のある取組の推進や効果的な訓練等につ

いて指導及び助言を行う。 

     〇事業継続の取組に関する専門家を招き、小規模事業者に対する普及啓発セミナー

や行政の施策の紹介、損害保険の紹介等を実施する。 

 

２）商工会自身の事業継続計画の作成 
〇当会は、令和２年１月に事業継続計画を作成（別添参照）。 

 

３）関係団体等との連携 
      ①全国商工会連合会が連携協定を結ぶ損害保険会社に担当者や専門家の派遣を依

頼し、会員事業所以外も対象とした普及啓発セミナーや事業者 BCP 策定セミナ

ーおよび損害保険の紹介等を実施する。 

      ②専門家派遣や損保担当者派遣により、事業者 BCP 策定や事業継続力強化計画策

定を行う。 

      ③事業所における専門家指導時での指導ノウハウの習得などを行うほか、職員研

修会の開催において専門家や損保会社の担当者派遣を依頼し、職員の事業者 BCP

策定、事業継続力強化計画に対する支援力向上を図る。 

      ④事業者 BCP の策定、事業継続力強化計画策定におけるメリット等について情報

提供を行い、策定率の向上を図る。 

      ⑤防災に資する施設等を整備する小規模事業者ために日本政策金融公庫の融資相

談や斡旋、香川県信用保証協会の信用保証等の手続き支援を行う。 

（社会環境対応施設整備資金融資（BCP融資）） 

      ⑥普及啓発パンフ・チラシ等を作成し、関係機関への配布やセミナーの共催を行

う。 
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４）フォローアップ 
１．小規模事業者に対する事業者 BCP等の策定支援 

      香川県中小企業 BCP取組指針などを活用し、連携する損保会社が提供する簡易版

BCP 様式での策定やその他の様式を使ってケースにより専門家による指導を受けな

がら事業者 BCPの策定、事業継続力強化計画の策定を支援する。 
 

    ２．取組状況の確認 

      巡回訪問時やセミナー開催時などで地区内小規模事業者の事業者 BCP策定や事業

継続力強化計画等の取組状況を確認する。 

 

    ３．策定後の支援 

専門家指導等により策定した事業者 BCPの見直しやブラッシュアップにおける支

援を行っていく。 

       また、（仮称）東かがわ市事業継続力強化支援協議会（構成員：当市、当会）を

開催し、状況確認や改善点等について協議する。 

     

５）当該計画に係る訓練の実施 
自然災害（震度 6 以上の地震や前掲Ⅰ現状（1）地域の災害リスクで取り上げた

災害）が発生したと仮定し、当市との連携ルートの確認等を行う（訓練は必要に応

じて実施する）。 

 

  ＜２．発災後の対策＞ 
自然災害等による発生時には、人命救助が第一であることは言うまでもない。そのう

えで、下記の手順で地区内の被害状況を把握し、関係機関へ連絡する。 

 

１）応急対策の実施可否の確認 
①発災後、速やかに（2時間以内）災害用伝言ダイヤルや SNS等を利用して職員の

安否確認を行い、業務従事の可否、大まかな被害状況（家屋被害や道路状況等）

を当会と当市で共有する。 

②発災後、速やかに商工会館等の被害状況を確認し、商工会館での本会災害対策 

本部の設置の可否（震度 6弱以上の地震発生時は、自動的に設置）を決定する。 

 

２）応急対策の方針決定      
①当会と当市との間で、被害状況や被害規模に応じた応急対策の方針を決め、応

急対策が講じられるよう必要な体制を確立するための職員の動員指針を協議す

る。  

 

（豪雨における例） 

職員自身の目視で命の危険を感じる降雨状況の場合は、出勤せず、職員自

身がまず安全確保をし、警報解除後に出勤する。 

②職員全員が被災する等により応急対策ができない場合の役割分担を決める。 

③地区内事業者に被害がある場合は、大まかな被害状況を確認し、災害発生から

24時間以内を目安に情報共有する。 

 

   （被害規模の目安は以下を想定） 

大規模な被害がある ・地区内の 10％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、「窓ガラス

が割れる」等、比較的軽微な被害が発生している。 

・地区内の１％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物の全

壊・半壊」等、大きな被害が発生している。 
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 ※連絡が取れない区域については、大規模な被害が生じているものと考える。 

 

  ④本計画により、当会と当市は以下の間隔で被害情報等を共有する。 

発生後～ １週間 1日に 2回程度共有する（午前・午後：各 1） 

１週間～ ２週間 1日に１回程度共有する 

２週間～ １ヵ月 1日に１回程度共有する 

１ヵ月以降 2日に 1回共有する 

 

  ＜３．発災時における指示命令系統・連絡体制＞  

       ①自然災害等発生時に地区内の小規模事業者の被害情報の迅速な報告及び指揮命令

を円滑に行うことができる仕組みを構築する。 

       ②二次被害を防止するため、被災地域での活動を行うことについて決める。 

       ③当会と当市は、被害状況の確認方法や被害額（合計、建物、設備、商品等）の算

定方法について、あらかじめ確認しておく。 

  【被害状況の報告】 

当会と当市が共有した情報を香川県の指定する方法（下図）にて当会（香川県商

工会連合会経由）又は当市より香川県へ報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・被害が見込まれる地域において連絡が取れない。もしく

は、交通網が遮断されており、確認ができない。 

被害がある ・地区内の１％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが

割れる」等、比較的軽微な被害が発生している。 

・地区内の 0.1％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物の全

壊・半壊」等、大きな被害が発生している。 

ほぼ被害はない ・目立った被害の情報がない。 

被害状況報告フロー

災

害

発

生

被害状況
報告

中小企業被害額
報告

東かがわ市商工会
（香川県商工会連合会経由）

　

　　　香川県（経営支援課）

　　　　東かがわ市　　地域創生課

　　　国（四国経済産業局）

※毎日９時までに

報告

※商工会等が収集した

被害状況との調整は不要

※毎日９時までに報告

※市町が収集した

被害状況との調
整は不要

適宜

情報共有
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「会員被害状況調査（様式 1-1）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜４．応急対策時の地区内小規模事業者に対する支援＞    
①相談窓口の開設方法について、東かがわ市地域創生課と相談する（当会は、国の 

依頼を受けた場合は、特別相談窓口を設置する） 

相談窓口設置時には、被害状況の確認も同時に行うことや職員自身やその家族

等の被災により出勤できず対応人員が不足する可能性があるため、関係団体か

らの応援派遣を検討する。 

②災害の状況により商工会館が使用できない場合は、安全性が確認された場所に  

おいて相談窓口を設置する。 
③地区内小規模事業者等の被害状況の詳細を確認する。 

④応急時に有効な被災事業者施策（国、香川県、当市等の施策）について、地区内

小規模事業者等へ周知する。 

                 

  ＜５．地区内小規模事業者に対する復興支援＞  
①国・香川県等の被災事業者施策の情報を収集するとともに、国や香川県等と連携 

 し、被災小規模事業者に対し支援を行う。 

〇復興支援における相談窓口への専門家派遣や窓口の紹介 

・かがわ産業支援財団等 

・中小機構四国本部（復興支援アドバイザー制度）                               

         〇事業復旧のための融資あっせん 

・日本政策金融公庫の災害復旧貸付や復興に関する緊急融資 

  〇従業員の維持確保のための制度の紹介と相談 

・香川労働局（雇用調整助成金の特例） 

     ②被害規模が大きく、被災地の職員だけでは対応が困難な場合には、国や香川県と

連携し、他の地域からの応援派遣等を検討する。 

     ③専門的な相談内容（金融・保険など）に対応するため、相談窓口における専門家

や担当者の派遣を求めて支援を行う。 
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     ④被災事業者に各種支援制度、保険金請求、税の減免申請、融資などの手続きを受

ける場合に必要な「罹災証明書」について周知し取得を促す。 

             

 ※その他 
   ・上記内容に変更が生じた場合は、速やかに香川県へ報告する。 
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（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（令和３年４月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の事業継続力強化支援事業実施に係る体制／関係市町の

事業継続力強化支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町の共同体制／経営

指導員の関与体制等）   

 

 

 
 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規

定する経営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 
①当該経営指導員の氏名、連絡先（後述（３）①参照） 

経営指導員 永峰 克彦 

経営指導員 平井 良 
 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

以下に関する必要な情報の提供及び助言等を行う 

      〇本計画の具体的な取組の企画や実行 

      〇本計画に基づく進捗確認、見直し等フォローアップ（１年に１回以上） 

 
 

（３）商工会／商工会議所、関係市町連絡先 
①商工会 

〒769-2701 

   香川県東かがわ市湊 1810-1 

    東かがわ市商工会 

    電話：0879-25-3200 FAX:0879-25-9190 

    E-mail：higashikagawa@shokokai-kagawa.or.jp 
 

②関係市町 

〒769-2792 

    香川県東かがわ市湊 1847-1 
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     東かがわ市 地域創生課 

     電話：0879-26-1276 FAX:0879-26-1366 

     E-mail: hk-chiikisousei@city.higashikagawa.kagawa.jp 

 

    〒769-2792 

    香川県東かがわ市湊 1847-1 

     東かがわ市 危機管理課 

     電話：0879-26-1235 FAX:0879-26-1320 

     E-mail: hk-kikikanri@city.higashikagawa.kagawa.jp 
 

※その他 

   〇上記内容に変更が生じた場合は、速やかに香川県へ報告する。 

 

 

 

（別表３） 

事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                       （単位 千円） 

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

必要な資金の額 400 400 400 400 400 

 

・専門家派遣費 

・セミナー開催費 

・ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ、チラシ作成費 

150 

100 

150 

150 

100 

150 

150 

100 

150 

150 

100 

150 

150 

100 

150 

 

 

調達方法 

会費収入、東かがわ市補助金、香川県交付金、手数料収入等 
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（別表４） 

 事業継続力強化支援計画を作成する商工会又は商工会議所及び関係市町以外の者を連携して事業継

続力強化支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

※「東京海上日動火災保険株式会社」と「あいおいニッセイ同和損害保険株式会社」は、全国 

商工会連合会が連携協定を締結している損保会社 

 

連携して事業を実施する者の名称・代表者名等 住   所 

香川県商工会連合会 

会長 篠原 公七 

高松市福岡町 2-2-2-301 

 

（公財）かがわ産業支援財団 

理事長 安松 延朗 

高松市林町 2217-15 

 

東京海上日動火災保険株式会社 

 取締役社長 広瀬 伸一 

[高松支店] 支店長 小西 孝久 

東京都千代田区丸の内 1-2-1 

 

[高松支店] 

高松市古新町 3-1 東明ビル 12 階  

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

 取締役社長 金杉 恭三 

[高松支店] 支店長 平池 直彦 

東京都渋谷区恵比寿 1-28-1 

 

[高松支店] 

高松市大工町 1-1  あいおいニッセ

イ同和損保高松大工町ビル 5 階 

香川県火災共済協同組合 

 理事長 篠原 公七 

高松市福岡町 2-2-2-501 

 

香川県信用保証協会 

 会長 天雲 俊夫 

高松市福岡町 2-2-2-101 

連携して実施する事業の内容 

【１．事前対策】 

①事業者 BCPや事業継続力強化計画の策定及び事業者 BCP の見直しやブラッシュアップ

における専門家派遣等による支援 

  事業者 BCPの策定や見直し、ブラッシュアップおよび事業継続力強化計画において

専門家指導等により実行可能な計画策定を行う。 

 

   ②普及啓発セミナーや BCP策定セミナー等の開催及び共催 

     普及啓発セミナー等を開催することで災害リスクの理解度を高め、事業者の事業

継続に対する意識を高揚させ、BCP策定率を高めていく。 

 

   ③職員の支援力向上に関すること 

     小規模事業者等に事業継続に対する助言、支援を行うための知識等を習得し相談・

対応ができるようにする。 

 

   ④事業者 BCP、事業継続力強化計画に関する情報提供（補助金情報等） 

     事業者 BCP策定や事業継続力強化計画を策定した場合のメリットや特典等を周知す

ることにより、策定に向けての啓発を行う。 

 

   ⑤事前に災害対策のための設備投資等に取り組む小規模事業者からの新たな資金需要に

対しての信用保証等の手続き支援 

     小規模事業者の事前災害対策を目的として、香川県信用保証協会と連携して信用保

証等の手続き支援を行う。 
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 【２．発災後の対策】 

（応急対策時） 

   ⑥相談窓口対応における応援派遣 

     発災時からしばらくは地区内の被害調査などに職員の手が取られたり、職員自身が

被災し業務に従事できず人員不足により事業者からの相談対応が機能しないことが想

定されるため、連携機関からの応援派遣を検討する。 

 

   ⑦相談窓口における専門家や損保担当者による支援 

     相談窓口において専門的な内容の相談依頼があった場合に対応するため、専門家や

損保担当者の派遣を依頼する。 

 

  （復興支援） 

   ⑧復興支援における各種の相談窓口への専門家派遣・窓口の紹介 

     被災事業者の事業の再開・再建に向けて復興に関する補助金や再建計画の策定、資

金調達などの経営課題に対する相談に対応させるため、専門家派遣や専門窓口の紹介

を行う。 

 

    

連携して事業を実施する者の役割 

 

 

 

 

 

 

 

連携者名・代表者 
役   割 

（①～⑧は前述の連携内容） 

香川県商工会連合会 

会長 篠原 公七 

【事前対策】①、②、③、④ 

【応急対策】⑥ 

【復興支援】⑧ 

（公財）かがわ産業支援財団 

理事長 安松 延朗 

【事前対策】①、②、③、④ 

【応急対策】⑦ 

【復興支援】⑧ 

東京海上日動火災保険株式会社 

 取締役社長 広瀬 伸一 

[高松支店] 支店長 小西 孝久 

【事前対策】①、②、③、④ 

【応急対策】⑦ 

【復興支援】⑧ 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

 取締役社長 金杉 恭三 

[高松支店] 支店長 平池 直彦 

【事前対策】①、②、③、④ 

【応急対策】⑦ 

【復興支援】⑧ 

香川県火災共済協同組合 

 理事長 篠原 公七 

【事前対策】②、③ 

【応急対策】⑦ 

【復興支援】⑧ 

香川県信用保証協会 

 会長 天雲 俊夫 

【事前対策】⑤ 
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連携体制図等 

 

           <支援>               <連携> 

 

 

 

             <連携支援>          <連携> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

香川県商工会連合会 

 

かがわ産業支援財団 

香川県火災共済 

協同組合 

連携支援機関等 

東京海上日動火災保険

㈱高松支店 

あいおいニッセイ同和損

害保険㈱高松支店 

東かがわ市商工会 

事業継続力強化支援事業 

 

東かがわ市 
 

小規模事業者 

 

香川県信用保証協会 


